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Ⅰ. はじめに















































に対して, 旧商法条の類推適用を肯定する判決を下した (以下 ｢平成
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(１) 大隅健一郎 『商法総則 [新版]』 (有斐閣, 年) ～頁, 鴻常夫
『商法総則 [新訂第５版]』 (弘文堂, 年) 頁, 田中誠二 『全訂商法
総則詳論』 (勁草書房, 	年) 
頁, 田邊光政 『商法総則・商行為法
[第４版]』 (新世社, 年) 頁, 濱田惟道編 『商法総論・総則』 (青林
書院, 	年) 頁 (担当：福原紀彦) (以下 ｢福原｣ とする｡), 弥永真
生 『リーガルマインド商法総則・商行為法 [第３版]』 (有斐閣, 年)
頁, 米沢明 『名板貸責任の法理』 (有斐閣, 	年) 頁・頁｡
(２) 間接的に商号真実の要請にも応じるものである, とされている｡ 大隅・
前掲注 (１) ～頁, 福原・前掲注 (１) 頁, 米沢・前掲注 (１)
頁｡
(３) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(４) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(５) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(６) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡
(７) 米沢・前掲注 (１) ～頁参照｡









特に, 平成年商法改正・会社法制定後, 平成７年判決は, 厳しく批判
中京法学巻３・４号 (年) ()









年) 頁以下, 池野千白 ｢テナント契約｣ 浜田道代他












年) 	頁以下, 大杉謙一 ｢商法条の
『類推』 ？【最判平成７年月日と使用者責任・製造物責任・法創造的
判決】｣ 自由と正義	巻６号 (年) 頁以下, 河邉義典 ｢スーパーマー
ケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して商法条の類推
適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の責任を負う
とされた事例｣ 法曹時報巻３号 (年) 頁以下, 片木晴彦 ｢スー
パー・テナント関係に対する商法	条 (会社法９条) の類推適用｣ 『商法
(総則商行為) 判例百選 [第５版]』 (有斐閣, 年) 
頁以下, 神作裕
之 ｢名板貸責任の要件｣ 法学教室
号 (年) 頁以下, 古瀬村邦夫
｢スーパーマーケットに出店しているテナントの取引に対するスーパーマー
ケットの名板貸責任｣ 私法判例リマークス＜上＞ (年) 	頁以下,
小塚壮一郎 ｢スーパー経営者の対消費者責任―商法条の類推適用｣ 法協
	巻号 (年) 頁以下, 小林俊明 ｢ペットショップをテナントと
したスーパーの名板貸責任｣ 法学教室号 (
年) 頁以下, 清水真
希子 ｢テナント, インターネット・モール, フランチャイズ・チェーンに
おける名板貸責任｣ 法学巻５号 (年) １頁以下, 永井和之 ｢企業活
動に対する名板貸責任の拡大｣ 判タ号 (


























, 厳しく批判もなされている｡ 今後, これらの検討・批判を契機とし
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野口恵三 ｢スーパーマーケットに出店しているテナントの販売行為とスー
パーの名板貸責任｣ 
号 (	年) 頁以下, 松崎良 ｢スーパーマー
ケットに出店しているテナントと買物客との取引に関して商法条の類推
適用によりスーパーマーケットの経営会社が名板貸人と同様の責任を負う





() 野上誠一 ｢名板貸をめぐる裁判例と問題点｣ 判タ号 (年) 頁
以下は, 昭和	年以降の判例・裁判例について詳細な分析を行っている｡
() 後掲注 () 参照｡
() 広島地判平成８年５月日判タ号頁, 東京地判平成年７月日
判タ号	頁, 東京地判平成年９月日公刊物等未掲載, 千葉地判
平成年２月日判決｡ 野上・前掲注 () ～頁参照｡
() 神戸地判平成年２月日判時号頁以下｡
() 大阪高判平成年月日金判号８頁以下｡
(	) 評釈として, 池野千白 ｢ホテル店内マッサージ店とホテルの外観責任―
大阪高判平成年月日―｣ 号 (年) 頁
て, 商法条および会社法９条の類推適用のための要件の再検討がなさ
れることが予想される｡
そこで, 本稿においては, 平成７年判決の理論構成の再検討, 類推適






(). Ｙ会社 (被告・控訴人・被上告人) は, チェーンストア形式によ
る総合小売業などを営む株式会社であり, 神奈川県座間市において, 地
上４階建て (屋上あり) の店舗 (以下 ｢本件店舗｣ という｡) でスーパー
マーケットを営んでいた｡ Ｙ会社は, 本件店舗内に直営の売場を設ける
ほか, いわゆるテナントに出店させていた｡ Ａ (被告補助参加人・控訴
人補助参加人・被上告補助参加人) は, このテナントとして, 昭和年









ジ店による後遺障害と会社法９条類推適用｣ ジュリ号 (年) 




頁, 弥永真生 ｢会社法判例速報｣ ジュリ号
(
年) ２頁以下がある｡
テナント契約｣ という｡) を締結し, 当初は ｢山宮ペットコーナー｣, 後




(). 本件テナント契約においては, (). Ａは, 店舗の統一的営業方
針及び出店者間の合理的均衡を維持するため, Ｙ会社の承諾した取扱品
目 (ペット) について営業するものとし, Ｙ会社の承諾なしにこれを変
更することができないこと, (). 賃料は, 一定額の固定賃料と売上額
を基準とした変動賃料とから成り, その支払方法は, Ｙ会社がＡの売上
金を毎日管理し, これから賃料, 共益費その他の諸経費を控除してＡに
返還するというものであること, (). Ａは, 営業時問, 休業日, 商品
物品の搬入搬出, 清掃, 従業員の就業等, 日常の営業行為またはその付
随行為につき, Ｙ会社が定める店内規則を遵守し, 店内規則に定めのな
い事項についてはＹ会社の指示に従うこと, などが定められていた｡
(). ところで, 昭和年２月当時, 本件店舗にはＡを含めて約のテ
ナントが入っていたが, 店内数箇所に設けられた顧客案内用の館内表示
板には, Ｙ会社が販売する商品の種類が黒文字で, その右横にテナント
名が青文字で表示され, 	 (屋上) の部分には, 青文字で ｢プレイラ
ンド｣ 及び ｢ペットショップ八島｣ と表示されていた｡





会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
(). 本件店舗のＹ会社直営の売場では, 原則として, いわゆるスーパー





札を着用していた｡ これに対して, Ａにおいては, Ｙ会社の制服や名札
を着用せず, また, ｢八島ぺット｣ と表示されたレシートを発行し, 包
装紙や代済みテープもＹ会社のものとは異なるものを使用していた｡ た






屋上案内板には, 比較的大きな赤文字で ｢屋上遊園地, ペットショップ｣
と表示され, また, 階段の踊り場正面の壁には, 樹木を型取った模様の
中に比較的大きな青文字で同様の表示がされており, いずれもテナント
名の表示はなかった｡











炎を, その子Ｘ, Ｘ, Ｘもオウム病を発症した｡
Ｘ～Ｘ(原告・被控訴人・上告人) (以下 ｢Ｘ｣ とする｡) は, イ
ンコが死亡および病気の原因であるとして, Ｙ会社に対して損害賠償を
請求した｡ Ｙ会社の責任原因として, (). 動物占有者の責任 (民
条１項), (). 一般不法行為責任 (民	
条), (). 契約責任 (民
条), (). 名板貸責任 (商条), (). 名板貸責任の類推適用を選択
的に主張した｡
() ないし () はＹ会社自身がインコの売主であるとした場合に
おけるＹ会社の責任原因である｡ これに対し, () および () は,






(1). 商法23条の法意, および, Ｘの主張について
｢商法条の法意は, 第三者が名義貸与者を真実の営業主であると誤認して, 名










なすことを許諾したこと』 を帰責事由として, 名義貸与者 (表見的営業主) に真
実の営業主と同様の責任を負わせ, もって, 名義貸与者が営業主であるとの外観
を信頼した第三者を保護し, 取引の安全をはかるというにあるところ, Ｘは, Ｙ







業を有利に運営しようとするにあるところ, 本件においても, Ａは, 首都圏に多
数の店舗を有し大々的に総合小売業を営んでいるＹ会社の店舗にテナントとして
入ることにより, Ｙ会社の信用と名声を利用して自己の営業を有利に展開しよう
としたことが容易に推認される｡ 他方, Ｙ会社は, Ｙ会社の商標を大きく掲げた
４階建て建物 (屋上あり) を店舗として自己の営業を行い, その店舗内の一部に
出店を許したテナントに対し, Ｙ会社店の統一的な営業方針に従い, その繁栄と
信用保持に最善の努力を尽くすことを要求するとともに, 営業時間, 休業日, 商
品等の搬出搬入, 売上金の管理, 取扱品目変更の原則的禁止など様々な営業上の











貸責任｣ ジュリ号 (年) 頁以下がある｡
るという意識で来店する一般買物客からすると, 特段の事情のない限り, Ａの営
業をＹ会社の営業と誤認するのは, むしろ避け難いところであると思料される｡





｢そこで, …, 標識の存否について検討する｡ …
(一) Ｙ会社店においては, １階から４階までＹ会社直営の売場があり, 原則と
して, スーパーマーケット販売方式 (すなわち, 顧客は, スーパー専用の買物か
ごを持ち, 購入する品物を買物かごに入れ, その階のレジで代金を一括して支払
う方式) で営業がなされていた｡ なお, Ｙ会社の従業員は, 原則として, 制服を
着用していた｡




行わせるもので, 営業主体はＹ会社である｡ そして, テナントも催事業者も, そ
れぞれ独自のレジを設け, 対面販売方式で営業を行っていた｡
(三) 昭和年２月当時, Ｙ会社には, Ａを含む約のテナントが入っており,
店内数か所に設けられた顧客案内用の館内表示板には, 各フロアー毎にＹ会社が
販売する商品の種類が黒文字で, その右横にテナント名が青文字で表示され (右
各表示板の(屋上) の部分には, 青文字で ｢プレイランド｣ 及び ｢ペットショッ





(四) Ａは, 昭和年３月１日以降, 契約場所内にレジを設け, 当初山宮ペット
コーナーの名称でペットショップを営んでいたが, Ｙ会社店が改装された際, 店
内案内板に間違えてペットショップ八島と表示された後は, 特にこれに異議をと
なえることなく, 八島ペットと表示されたレシートを発行していた｡ なお, Ａは,
Ｙ会社従業員の制服を着用せず, 包装紙や代済テープもＹ会社のものとは異なる
ものを使用していたが, …レシート発行の他には, 自己の名称を積極的に表示す
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ることはしていなかった｡
(五) Ｙ会社店の屋上では, Ａがペットショップを営業していた他は, プレイラ
ンドと称して有料の子供用遊戯器具が設置されているだけであり, Ｙ会社直営の
売場は存在しなかった｡ そして, 店内の４階から屋上 (５階) に上がる階段の登
り口に設置されたプラスチック製屋上案内板には, 『屋上遊園地, ペットショッ
プ』 と比較的大きな赤文字で表示され, また, ４階から屋上に上がる階段の踊り
場正面の壁には, 樹木を型取った黄緑色の模様の中に, 比較的大きな青文字で
『ペットショップ』 及び 『屋上遊園地』 の表示がなされていた｡
(六) ＡがＹ会社から借りていた契約場所は, 壁ないし板ガラスで仕切られ, 出
入口にはガラス製の片開き戸が設けられていたが, Ａは, 契約場所をはみ出し,
４階から５階に上がる踊り場や５階の階段を上がったホール, 屋上 (戸外) への
出入り口外部など…に, 値札を付けた水槽, 鳥籠, 犬小屋, 金魚, 犬などの商品
を置き, また, 屋上 (戸外) には釣堀用の水槽を置いてこれを管理しており, 契
約場所以外の壁に 『大売り出し』 と大書した紙を何枚も貼りつけるなどしていた
が, Ｙ会社は, これを黙認していた｡
(七) 平成２年９月日当時, Ｙ会社内では, ８店のテナントが営業していたと
ころ (Ａは平成元年月日に退店した｡), 小出カメラ (１階), つじむら, コ
ミヤ, ナヲミ (２階) の４店は, 前記同型の看板の他に, 各自の賃借り部分の外
側に沿って天井から自己の名称 (商号) を表示した独自の看板を吊り下げるなど
して, 自己の営業とＹ会社の営業を区別する方策を講じていたが, 他方, １階菓
子店 ｢金花｣ のように, Ｙ会社と短期営業契約を締結し, 自らは看板を掲げずに
営業をしているテナントや, １階 ｢いずみ花園｣ のように, Ｙ会社から借りてい
る場所を大きくはみ出して商品を展示しているテナントも存在した｡ また, ２階
北西側の左右を壁で仕切られた催事売場 (テナント退店後のスペースを利用した
もの), 並びに, １階の医薬品売場及び資生堂化粧品売場 (天井から 『医薬品』





プ八島と表示していたこと, また, Ａも, 独自のレジで八島ペットと記載された
レシートを発行し, Ｙ会社の制服を着用せず, 包装紙, 代済テープもＹ会社のも
のとは異なるものを使用していたことは, 顧客に対し, Ａの営業とＹ会社の営業
とを区別する標識としての意味をある程度は有していたものと認められる｡




在しなかったこと (従って, レジもＡのもの１か所だけであった｡), ４階から屋
上への登り口に設置された屋上案内板等にもペットショップと記載されていたの





は, 比較的小さいもので, 目立ちにくいこと, これに対し, １階ないし２階で営

















であるから, Ｙ会社には, 営業主体を誤認させるような外観作出について, 本件
テナント契約の締結のみに止まらない帰責事由があるというべきである｡｣


















() 判時	号 (年) 頁以下, 判タ
	
号 (年) 頁以下｡






請求につき, 商法条の類推適用が否定された事例｣ 判例評論号 (
年) 頁以下, 盛岡一夫 ｢購入したインコの保有病原体によりオウム病
性肺炎を罹患し家族が死亡等した事故につき販売店をテナントとして営業
させていたスーパーの名義貸人の責任を否定した事例｣ 金判号 (
年) 頁以下, 山口和男 ｢スーパーのテナントであるペットショップのペッ
トの販売取引についてスーパーの名板貸人としての責任が認められなかっ





















いわなければならない｡ かえって, 右事実によれば, 営業主体の識別のために基
本的にして重要な事項である, 前述のテナント店の店名表示, Ｙ会社店の館内表
示, Ｙ会社とテナント店の従業員の外観上の識別, 代金支払い方法の独自性, 領
収書の発行名義の明記, 包装紙等の区別などについて, Ｙ会社は, Ａの店の前に
は, 他のテナント店と同様にテナント名を記載した吊り看板を設け, 館内表示板
には, 直営売場とテナント店とを区別し, Ａについてはテナント店であることを









小売業などを営む株式会社で, 地上４階建て (屋上あり) の本件店舗でスーパー





には, 『ペットショップ』 とだけ表示されていて, その営業主体がＹ会社である
かＡであるかは明らかにされておらず, そのほか, Ａは, Ｙ会社の黙認の下に,
契約場所を大きくはみ出し, ４階から屋上に上がる階段の踊り場等に値札を付け
た商品を置き, 契約場所以外の壁に 『大売出し』 と大書した紙を何枚も張りつけ




｢他方, 本件においては, … () ないし () の事実 (｢第１. 事案の概要｣ の
() から () に該当する｡ 筆者による｡) も存在するというのであるから, これ
ら事実が, 買物客が営業主体を外観上認識するにつき, どのような影響を与える
かについて検討する｡
(一) Ａの売場では, Ｙ会社直営の売場と異なり, 独自のレジが設けられて対面
















た, 本件店舗内数箇所に設けられた館内表示板には, テナント名も記載され, Ｙ
会社の販売する商品は黒文字で, テナント名は青文字で表示されていたが, 天井
からの看板は, 横約センチメートル, 縦約センチメートルという大きさから
して, 比較的目立ちにくいものといえるし, 館内表示板は, テナント名のみを色
で区別して記載しているにすぎないから, 買物客に対し営業主体の区別を外観上
明らかにしているものとまではいい得ない｡






いうべきである｡ そして, Ｙ会社は, …本件店舗の外部にＹ会社の商標を表示し,
Ａとの間において, …出店及び店舗使用に関する契約を締結することなどにより,






会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
ち, 平成年商法改正・会社法制定前において, 平成７年判決に関連し

















ニ任ズ｣ と規定していた｡ すなわち, 条文上, 名板貸責任は名義使用の
許諾, すなわち, 批判がいう ｢名義の貸与｣ が要件の中心となっていた｡
したがって, 条文上は, 名板貸人の責任が発生するためには, 明示にし





() 神作裕之 ｢名板貸責任の要件｣ 法学教室	号 (
年) 
頁｡
() 許諾の態様については, 明示であると, 黙示であると問わない, とされ
















, すなわち, ①. 類推適
用される条文における問題状況と類推適用される事案における問題状況










しかし, むしろ, この平成７年判決は, 名板貸責任の趣旨・本質論,
ひいては, 商法・会社法の基本理念の一つである ｢外観主義｣ を実現す
るものといえるのではなかろうか｡
すなわち, 上述したとおり, そもそも, 名板貸責任は, 名板貸人が営
業主体・事業主体であるという外観を信頼して取引をした第三者を保護
するために, 名板貸行為を帰責事由として, 名板貸人に表見的営業主・
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 江頭憲治郎編 『会社法コンメンタール 総則／設立 [１]』 (年, 商
事法務) 頁 (担当：行澤一人) (以下 ｢行澤｣ とする)｡
() 椿寿夫＝中舎寛樹 『解説 類推適用からみる民法 法の解釈がもっとう
まくなる』 (日本評論社, 	年) ４～５頁, 河上正二 『民法総則講義』
(
年, 日本評論社) 頁, 笹倉秀夫 『法解釈講義』 (東京大学出版会,





そして, 名板貸責任の要件は, 外観の存在, 外観への帰責性, そして,
外観への信頼であるが, 外観に対する信頼は, 取引の相手方側の適用要
件であるのに対し, 外観に対する帰責事由は名義貸与者側の適用要件で






















() 岐孝宏 ｢テナント営業に対するホテル主の名板貸責任 (類推)｣ 法学
セミナー号 (年) 頁｡
ところで, 旧商法条は, 許諾の対象を ｢氏, 氏名又ハ商号｣ と規定




｡ すなわち, 条文の解釈上, 商人・会社が












限定は, 商法１条１項・会社法１条により, 商法は ｢商事｣・｢商人｣・
｢商行為｣ に関する法律, 会社法は ｢会社｣ に関する法律であるとされ,





会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 大隅・前掲注 (１) 
頁, 服部栄三 『商法総則＜第３版＞』 (青林書院,
	年) 頁｡
() 行澤・前掲注 () 頁｡
() 行澤・前掲注 () 頁｡
(	) 行澤・前掲注 () 頁｡
(





かし, このことによって, 名板貸責任は, 会社もしくは商人の商号に関す




れている｡ また, 得津・前掲注 () 頁においては, ｢平成年会社法・
そこで, その適用対象の限定の評価に関連して, 平成７年判決の現行
法下における妥当性・先例的意義について, 以下のような批判がなされ











これに対して, 妥当性・先例的意義を肯定する指摘, すなわち, ｢本








で保護される｡ 改正は, 平成７年最判の先例的意義を変更しない｡｣ とさ
れている｡
























たしかに, 批判のとおり, 商法改正・会社法制定により, 旧商法条








しかし, 平成７年判決の妥当性・先例的意義は, 依然として, 存在す
るものと考えられる｡ 旧商法条は ｢…商号ヲ使用シテ営業ヲ為スコト
ヲ他人ニ許諾シタル者…｣ と規定していた｡ すなわち, 旧商法条は,
当然のことであるが, 商人 (・会社) と商人 (・会社) との間の名板貸
関係をも, その適用対象としていた｡ そして, 旧商法条が類推適用さ
れた平成７年判決の事案は, 商号使用の許諾がなかったため, 会社 (Ｙ
会社) と商人 (Ａ) との間における名板貸責任類似の関係にあった事案




















みとした｡ したがって, 商法条と会社法９条｣ を平成７年判決の事案










() 諏訪野大 『民法とつながる商法総則・商行為法＜第２版＞』 (商事法務,
	年) 
頁｡
いたこと, および, 旧商法条が商人 (会社) の外観のみならず, 非商
人の外観に対する信頼保護を目的とする規定であることを背景としてい
る｡ これに対して, 商法改正 (商法１条１項)・会社法制定 (会社法１














上述したとおり, 従来, 一般に, 類推適用が認められる要件としては,













そして, 会社法９条は, 名板貸人である ｢会社｣ と名板借人である














すなわち, 商号使用の許諾, および, 商号使用による事業・営業の事実
がない, したがって, 条文上, 適用要件を満たしていないため直接適用






























会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
そのような外観を作出した, または, 会社が, 営業を行っていた商人に










そもそも, 一般に, ある条文を類推適用する場合, そのための要件は




は, 明確かつ妥当であったか否かである｡ この点についても, 後に検討
する｡
(4). 外観への信頼の不存在
平成７年判決に対して, ｢Ｚ (Ａ) のペットショップに立った時点で,
大半の買物客の認識は 『Ｙ (Ｙ会社) の店舗でペットを買う』 というも










第１に, ｢なるほど, 買物客の多くは, 営業主体にさほど関心を持た
ず, その認識は, Ｙ (Ｙ会社) の店舗で買物をしているという程度のも
のであるのが普通であろう｡ しかし, 買物客がＹ (Ｙ会社) の店舗で買
物をしているという認識を持つのは, 正に, Ｙ (Ｙ会社) が本件店舗全
体を経営しているかのような外観が存するからにほかならない (雑居ビ
ルであれば, 買物客はそのような認識を持つことはない｡)｡ そして, 買







会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 小塚・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ａ)｣ および ｢(Ｙ会社)｣
は筆者によるものである｡
() 大杉・前掲注 () ～頁では, ｢従来の事案はおおむね商取引にお
ける取引相手の誤認に関するものであり, 誤認の相当性 (重過失の有無)
の判断基準も当該具体的状況における標準的商人を想定していたといえる｡
それに対して, 本件では一般消費者の 『信頼』 が問題の焦点となっている｡
平均的な消費者であれば, テナントとスーパーとが異なる法主体であるこ
とについてそもそも注意を払わないことが少なくない｡ 最高裁判決は 『営
業主体 [の] 誤認』 という用語を用いているが, それにもかかわらず, こ
こでの 『信頼』 は, 法主体の誤認というよりも, むしろ品質・価格・サー
ビス・全体の雰囲気等を総合したスーパーのマーケティングに対する選好
を背後に有する, 漠然とした期待, すなわち 『自分はスーパーの中で買物
をしているのだから, 万一の場合にはスーパーが何とかしてくれるだろう』
といった信頼ではないだろうか｡｣ とされている｡
() 河邉・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ｙ会社)｣ は筆者による
ものである｡
自己の取引の帰属主体の認識で足りるといえ, 本件において 『Ｙ (Ｙ会
社) の店舗で買う』 という認識と 『Ｙ (Ｙ会社) が営業主 (売主) であ
る』 という認識には大きな隔たりがあるとは言い難いのではないだろう





思うに, 上記の批判は, ｢かなり法的な意識の高い｣ という言辞から,
｢売主｣ については ｢民法典第３編第３章売買｣ にある ｢売主｣ という
法概念を, そして, ｢営業主体｣ については商法学上の法概念を想定し
ているものと推察される｡ そして, この批判は, 外観への信頼の存在を
認定するためには, 法概念としての ｢売主｣・｢営業主体｣ に対する意識・
認識を要するものとし, 大半の買物客は法概念としての ｢売主｣・｢営業
主体｣ に対する意識・認識がない, したがって, 外観への信頼は大半の
買物客には存在しない, と結論付けているものと思われる｡
しかし, 取引の相手方に外観の信頼を肯定するにあたって, 取引の相
手方が, このような民法典上の ｢売主｣ や商法学上の ｢営業主体｣ とい
う法概念に対する意識・認識を持つことが必要なのであろうか｡ すなわ
ち, 取引の相手方は, Ｙ会社を ｢民法典第３編第３章売買｣ にある ｢売
主｣ や, 商法学上の ｢営業主体｣ であると認識していないと外観への信
頼は肯定できないのであろうか｡ Ｙ会社からペットを買うと信じてペッ





要である｡ そこで, この批判に立った場合, 実質上の売主であるＡと買
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 清水・前掲注 () 頁｡ なお, 本文中の ｢(Ｙ会社)｣ は筆者によるも
のである｡
主である ｢法的な意識｣ のない買物客との間において, 売買契約が成立
し, Ａが債務を負担していることを, どのように説明するのであろうか｡
さらに, 一般論として, この批判のように, 法概念としての ｢売主｣・























会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
最高裁は, 一般の買物客がＡの経営するペットショップの営業主体は
Ｙ会社であると ｢誤認するのもやむを得ないような外観が存在｣ し, そ
























() 河邉・前掲注 () 頁｡
() 河邉・前掲注 () 	頁注 (











まず, ()・()・() は, Ｙ会社自身がインコの売主であるとし
た場合の責任原因である｡ しかし, Ｙ会社は売主ではない｡ したがって,
()・()・() をＹ会社の責任を肯定するための根拠にすることは
できない｡
次に, () および () は, テナントであるＡがインコの売主であっ
て, Ａに ()・()・() の何れかの責任があるとした場合における
Ｙ会社の責任原因である｡ Ａには, これらの責任は, 認められる｡
たしかに, Ａの責任を追及することによりＸの救済・保護が図られる
のであれば, それで十分である｡ しかし, Ａの責任を追及するよりも,
Ｙ会社の責任を肯定したほうが, よりＸの保護に資することになるので
あれば, Ｙ会社の責任を肯定した方がいいであろう｡











条を (類推) 適用するか否かを判断するほかない｡ また,
手続法的な制約を離れて, 実体法的な観点から見ても, 本件は民法条
を (類推) 適用するよりは, 商法	
条の適用場面を拡張する方が違和感が
少ないのではなかろうか｡ そうすると, 現行法の下での解決としては, 商
法	





商法条の類推適用を認めている｡ そして, 第１審は, ｢取引の安全｣
の保護を類推適用の必要性と捉えていると考える｡
これに対して, 原審および最高裁は ｢取引の安全｣ に言及していない｡
なぜであろうか｡ 思うに, 両裁判所が ｢取引の安全｣ に言及しなかった
のは, 両裁判所とも, 平成７年判決の事案においては, 第１審と同様に,
























そして, 誤認を生じさせる外観と ｢同視できる程度の外観｣ について,
どのようにして認定したらいいのであろうか｡
イ) 第１審
まず, 外観の内容について, 第１審は, 名板貸人的立場にいる者 (Ｙ
会社) の営業と名板貸人的立場にいる者 (Ａ) の営業を ｢誤認する｣ こ
とが ｢むしろ避け難い｣ 外観としている｡




の責任を肯定するのが相当である｣ と判示している｡ すなわち, 第１審
は, ｢特段の事情｣, すなわち, 名板貸人的立場にいる者の営業 (Ｙ会社)







会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 神作・前掲注 () (第１審判批) 頁｡
すると, 特段の事情のない限り, Ａの営業をＹ会社の営業と誤認するの




とした｡ すなわち, 外観の存在について, テナント契約の存在, そして,
同契約に基づく統一的な営業の存在をもって, 原則的に, 外観が存在す
るものとしている｡
そして, 第一審は, 例外的に外観の存在を否定する要因である, Ａの
営業とＹ会社の営業を ｢区別するに足りる何らかの標識｣ について, 以
下のとおり, 判断している｡












しかし, 第一審は, 上記の顧客にとって営業の ｢区別の標識としての
意味がある程度は有｣ するとした項目について, 以下の事情をあげて,
区別する標識としては ｢いまだ十分でない｣ と判断し, 営業主体の誤認
中京法学巻３・４号 (	年) ()
不可避な外観の存在を認定している｡











(). Ａの店の前の吊り看板は, 比較的小さいもので, 目立ちにく
いこと
(). １階ないし２階で営業するテナント４店 (小出カメラ, つじ
















まず, 原審は, 外観について, ｢Ｙ会社において買い物客がそのよう
な誤認をするのも止むを得ない外観｣, また, ｢Ｙ会社が自己の商号使用
を許諾したのと同視できる程度の外観｣ と判示している｡
次に, 外観の存在の認定については, 原審は, 取引の相手方 (買物客)
が, ｢誤認をするのも止むを得ない外観｣ の存否について, 名板借人的
立場にいる者 (Ａ) の ｢表示やその営業行為を全体的に観察して客観的
に判断すべきである｣ とする｡ また, 原審は, 外観の存在を否定する要









的な営業を行っているということ｣ は, 客観的判断の一事情である, と









原審は, 上記項目に関して, 以下のとおり, ｢総合勘案すれば, Ｙ会
社の直営売場とテナント店の営業主体の識別のための措置は一応講じら
れていた｣ ということができる, と判示した｡
(). Ｙ会社は, Ａの店の前には, 他のテナント店と同様にテナン
ト店名を記載した吊り看板を設けていること









結論として, 原審は, 第１審とは異なり, 外観の存在を否定した｡
エ) 最高裁
まず, 最高裁は, 外観の内容について, ｢一般の買物客がＡの経営す
るペットショップの営業主体はＹ会社であると誤認するのもやむを得な
いような外観｣ とした｡
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
次に, 最高裁は, 外観の存在の認定方法について, 原審の基本的に同
様の方法で, 諸事実を全体的客観的に検討する方法を採用しているもの















次に, 最高裁は, 外観の存在を否定する要因としての ｢営業主体を外









そして, 最高裁は, 以下の事実について, ｢これら事実は, これを個々
的にみても, また総合してみても, 買物客にとって, Ａの売場の営業主
体がＹ会社でないことを外観上認識するに足りる事実ということはでき
ない｡｣ とした｡













































使用に基づく営業の事実がない｡ そこで, 外観の存在については, テナ
ント契約に基づく統一的営業, スーパーマーケットの外観, 営業の態様,
中京法学巻３・４号 (年) ()











標識｣, 原審は ｢営業主体の識別のための措置｣, そして, 最高裁は ｢営




も, 外観の信頼にも, 関係してくるものであると考える｡ なぜなら, こ
の識別・区別の標識を備えていることは, 誤認することもやむを得ない
外観の自らの作出, または, 外観作出への関与を阻止・否定する要素と
なるからである｡ また, この識別・区別の標識・措置の存在は, 取引の
相手方が営業主体の誤認, すなわち, 外観への信頼を阻止・否定するこ
とになるからである｡
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里) ()
() 小塚・前掲注 () 頁｡














まず, 第１審は, 帰責事由について, ｢商号使用の許諾があった場合
に準じて｣ と判示している｡ これは, 帰責事由の要件の一般論を示した
ものと考えられる｡
次に, 第１審は, 帰責事由について, 具体的事実を提示しながら, 以
下の３点に言及している｡
第１に, 第１審は, 以下の ｢事実関係のもとでは, Ａの営業はあたか
もＹ会社店の営業の中に組み込まれその一部となっているかの如き外観
を呈し, …, 一般買物客からすると, Ａの営業とＹ会社の営業と誤認す









を尽くすことを要求するとともに, 営業時間, 休業日, 商品等
の搬出搬入, 売上金の管理, 取扱品目変更の原則的禁止など様々
な営業上の制約を課していたこと
(). 店内数か所にテナントの表示を含む店内 (館内) 案内板を設
けていたこと
(). ()から () から, 総合小売業としての店舗全体の営業を
統一的に行っていたこと



























他方で, 原審は, 帰責事由に用いた ｢商号の使用の許諾と同視できる




ばならない｡｣ と判示している｡ その上で, 原審は, 第１審が外観の存
在を否定する要因としてあげていた ｢営業主体の識別｣ のための事項に








() 神作・前掲注 () (第２審判批) 頁参照｡
そして, 原審は, 上記の重要事項について, 以下のとおり, 事実認定
して, これらの事実を ｢総合勘案すれば, Ｙ会社の直営売場とテナント
店の営業主体の識別のための措置は一応講じられていたということがで
きる｡｣ とした｡
(). Ｙ会社は, Ａの店の前には, 他のテナント店と同様にテナン
ト名を記載した吊り看板を設けていたこと


















これに対して, 最高裁は, 帰責事由について, 以下のように一元的構
成を採用している｡
｢右外観を作出し, またはその作出に関与していた｣
つまり, 最高裁は, 上記原審の () の営業主体の誤認が生ずるのも
やむを得ない外観の作出, または, Ａによるそのような外観の作出の放
置・容認の部分を採用して要件としている｡ しかし, 最高裁は, 上記原
審の () ｢商法条にいう商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事
由の存在｣ は要件としていない｡




(). Ｙ会社は, 本件店舗の外部に, Ｙ会社の商標を表示していた
こと





る｡ すなわち, ｢…, しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と
同視できる程度の帰責事由が存すると認められるとき｣ という点である｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
この点について, 両者の考え方は, 異なるのであろうか, それとも,
両者の考え方は, 同一内容なのであろうか｡
この両者の相違に関して, 上記原審の () の ｢『商号使用の許諾と




これに対して, ｢原審は, 帰責事由については, これが 『商号使用の
許諾と同視できる程度』 のものであることを要するとしているところ,
本判決ではこの点を明言していない｣, しかし, 最高裁は, 帰責事由に








の基礎, すなわち, 類推適用の必要性, および, 問題状況の共通性・類
似性が必要である｡ したがって, 旧商法条を類推適用するためには,
旧商法条の帰責事由要件である ｢商号使用の許諾｣ と ｢同視できる程
度の帰責事由｣ がなければならないはずである｡
最高裁は, この ｢商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣ には
言及していない｡ では, なぜ, 最高裁は, 言及しなかったのであろうか｡
最高裁が言及しなかったのは, 当然のことであると考えたから言及しな
かったのではないだろうか｡ つまり, 最高裁は, 帰責事由に関して,
｢外観を作出し, またはその作出に関与していた｣ こと, そして, この




() 小塚・前掲注 () 頁｡
() 河邉・前掲注 () 頁｡
これに対して, 原審は ｢…外観の作出, もしくは, …外観を作出した
のを放置, 容認…場合で, しかも, Ｙ会社に商法条にいう商号使用の
許諾と同視できる程度の帰責事由が存するとき｣ と判示し, 判決の文言
を見る限り, 帰責性の要件が二元的構成になっている｡ しかし, 原審も,
｢しかも｣ を用いずに, ｢…外観の作出, もしくは, …外観を作出したの
を放置, 容認…場合で｣, ｢Ｙ会社に商法条にいう商号使用の許諾と同
視できる程度の帰責事由｣ であることを要する, と判示すればよかったの
ではないだろうか｡ この点で, 原審の判決は, 若干, 言葉が過ぎていた｡
そこで, 問題になるのは, ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣ である｡





最後に, 第１審は, 帰責事由に関して, ｢商号の許諾があった場合に
準じて｣ と判示している｡ この ｢商号の許諾があった場合に準じて｣ は
まさに ｢商号使用の許諾と同視できる程度｣ と同義であろう｡
(c). 外観の信頼
｢誤認｣, すなわち, 外観の信頼については, 第１審・原審・最高裁,
いずれも, 単独の要件の問題としては取り扱っていない｡
しかし, いずれも, 外観の存否に関連して, 一般買物客が ｢誤認する
のもやむを得ない外観｣ の存否の問題の中で取り扱っている｡ したがっ












らである｡ また, そもそも, 従来の判例・裁判例においては, 誤認が生
ずる場合の典型例である条文上の適用要件である ｢商号使用による事業・







たが, 上述のとおり, 平成７年判決の検討に関連して, 旧商法条の類
推適用については, 多くの問題点が指摘され, 批判されていた｡
第１に, 名板貸責任の要件論からの批判である｡ すなわち, 名板貸責任
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里)()






































































まず, 会社法９条の類推適用のための要件については, 原審の ｢商号
使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣ がキー・フレーズになると考
える｡ そして, このキー・フレーズにならい, 会社法９条の類推適用の
会社法９条の類推適用に関する一考察 () (新里)()














第２に, 第１の外観の ｢作出｣, または, 第１の外観の ｢作出への関
与｣ があって, それらが ｢商号使用の許諾と同視できる程度の帰責事由｣
であることである｡ そして, テナントによる営業の場合には, テナント
契約の締結が帰責事由の主要な要素となる｡ また, 上述のとおり, 営業
主体の区別・識別のための措置を施しておくことは, 帰責事由の否定に
なる｡
第３に, 第１の外観に対する信頼, すなわち, 従来通りの要件である,
善意かつ無重過失である｡ そして, テナントによる営業の場合には, 原
則として, 営業主体の誤認を生じさせる外観が存在している｡ そのため,
善意かつ無重過失が推定される｡ したがって, 名板貸人的立場に立つ者
が取引の相手方の悪意, または, 善意かつ重過失を立証しない限り, 名
板貸人的責任を負担することになる｡
中京法学巻３・４号 (年) ()
